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回次
第52期

中間会計期間
第51期

会計期間
自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 (千円) 79,360 46,227

経常損失（△） (千円) △16,499 △78,091

中間(当期)純損失(△) (千円) △10,185 △327,614

持分法を適用した場合の投資

利益
(千円) － －

資本金 (千円) 600,995 600,995

発行済株式総数 (株) 3,381,500 3,381,500

純資産額 (千円) 621,713 631,029

総資産額 (千円) 901,087 729,067

１株当たり中間(当期)純損失

(△)
(円) △3.07 △150.76

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益
(円) － －

１株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 69.0 86.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △102,108 －

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 8,025 －

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △1,668 －

現金及び現金同等物の

中間期末(期末)残高
(千円) 775,133 －

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(注)１　第52期中間会計期間より連結子会社が無くなったため、中間連結財務諸表は作成しておりません。

　　　　これに伴い提出会社の経営指標等を記載しております。

　　２　第51期中間会計期間については、中間連結財務諸表を作成し、中間財務諸表を作成していないため、記載して

おりません。

　　３　持分法を適用した場合の投資利益については、第51期は連結財務諸表を作成しているため、第52期中間会計期

間については関連会社が存在しないため記載しておりません。

４　潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５　第51期は連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、キャッシュ・フロー計算書に関する事項につい

ては、記載しておりません。

２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、2026年８月１日を効力発生日とし、当社の連結子会社であったイメージ情報システム株式会社を簡易合

併・略式合併の方式により吸収合併しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

(継続企業の前提に関する重要事象等)

　当社は、過年度より継続して営業損失及び経常損失を計上しており、当中間会計期間におきましても、営業損失を

計上したことにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況が存在しております。

　このような状況の解消を図るべく、当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上を目指し、安定的な収益の確

保と事業基盤の整備に向けて、重点的にＭ＆Ａの推進等の中期経営計画の施策に取り組んでおります。

　さらに、これらの対応策に加えて、当中間会計期間末から12ヶ月間の資金繰りについても検討いたしました。当社

が作成した資金繰り計画を考慮した結果、当中間会計期間末の翌日から12ヶ月間の資金繰りに関して重要な懸念はな

く、当面の運転資金に利用できる手許資金を保有しているものと判断しております。

　したがいまして、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において判断したものであります。

　当社は、当中間会計期間におきまして連結子会社であったイメージ情報システム株式会社を簡易合併・略式合併の

方式で吸収合併しております。そのため、連結子会社が無くなり、非連結での開示となったため、前年度との比較分

析は行っておりません。

（１）経営成績の状況

　当中間会計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善、経済政策への期待などから、景気は緩やかな回

復基調が継続する一方、消費者物価の上昇、中国経済の低迷、緊迫した状況が長期化する中東情勢やウクライナ戦

争などから、依然として経済の先行きは不透明な状況が継続しています。また、米国の中間選挙の結果を受けた通

商政策の動向、外交政策等が与える影響も看過できません。

　当社が属する情報通信業界におきましては、労働力不足への対応や事務負担軽減による生産性向上、技術の進歩

によるAI用途拡大などを背景とした設備投資の更なる拡大が期待されます。

　このような事業環境のもと、当社は、経営資源の集中と組織運営の効率化を図るため、当中間会計期間中の８月

１日を効力発生日として、完全子会社であったイメージ情報システム株式会社を簡易合併・略式合併の方式で吸収

合併しております。

　また、2026年1月の資本業務提携契約締結及び同年2月の第三者割当増資の相手先である、サイブリッジ合同会社

と同社グループ企業との連携強化を推進し、収益力の強化を図ってきております。

　2026年７月21日には、株式会社fonfunとの間で、エンジニアリソースの相互活用や生成AIを活用した次世代BPOへ

の転換の検討等を内容とする業務提携契約を締結しております。

　さらに、2026年９月28日開催の取締役会において、株式会社ディグロスが営むコールセンター運営によるCRM支援

事業を、2026年10月１日を効力発生日として譲り受けること（譲受価額170百万円）を決議し、同日付で事業譲渡契

約を締結いたしました。本事業はＢＰＯ・サービスセグメントに含める予定であります。あわせて、同日開催の取

締役会において、2026年１月29日付で公表した第三者割当増資による調達資金の使途のうち「M&Aによる事業構造改

革費用」479百万円について、検討を中止したソーシャルメディアマーケティング事業の事業譲受に代えて、本事業

譲受に170百万円、それ以外のＭ＆Ａ案件に係る費用に309百万円を充当するよう変更することを決議しておりま

す。なお、資金使途の総額594百万円に変更はありません。

　以上の結果、当中間会計期間の経営成績につきましては、売上高79,360千円、営業損失27,113千円、経常損失

16,499千円、中間純損失10,185千円となりました。また、特別損益につきましては、吸収合併に伴い、特別利益と

して関係会社事業損失引当金戻入額53,570千円、特別損失として抱合せ株式消滅差損49,525千円を計上しておりま

す。

セグメントごとの業績は次のとおりです。売上高につきましては、外部顧客への売上高を表示しています。

〔ITソリューション〕

　合併前の７月までの提出会社である当社の売上高に関しましては、ほぼ前年並みに推移しておりましたが、８

月合併以降は、グループにおける事業活動の中心を担っておりました、合併消滅子会社であるイメージ情報シス

テム株式会社の事業を取り込んだことにより、単体としては前年を大きく上回る結果になりました。

　この結果、売上高は61,042千円、セグメント利益は25,627千円となっております。

〔ＢＰＯ・サービス〕

　ＢＰＯ(業務アウトソーシング)及び決済代行等の各種サービスにつきましては、従来は合併消滅子会社である

イメージ情報システム株式会社にて行っておりました事業ですが、吸収合併により、新たに提出会社である当社

におきましても継続して独立したセグメントとして認識しております。

　この結果、売上高は18,318千円、セグメント利益は4,747千円となっております。

（２）財政状態の分析

（資産）

　当中間会計期間末における総資産の残高は901,087千円となり、前事業年度末に比べ172,020千円増加いたしま

した。これは主に、現預金の増加104,432千円及び売掛金の増加49,372千円並びに無形固定資産の増加15,925千

円などによるものであり、それぞれ主として吸収合併による増加であります。
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（負債）

　当中間会計期間末における負債の残高は279,373千円となり前事業年度末に比べ181,336千円増加いたしまし

た。これは主に退職給付引当金の増加176,044千円並びに1年内返済予定の長期借入金を含む長期借入金の増加

37,490千円及び関係会社事業損失引当金53,570千円の減少などによるものであり、これらの変動は、主として吸

収合併による影響であります。

（純資産）

　当中間会計期間末における純資産は621,713千円となり前事業年度末に比べ9,316千円減少しました。これは主

に中間純損失の発生10,185千円によるものです。

（３） キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、775,133千円となりました。

　当中間会計期間におきましては、2026年８月１日を効力発生日とする連結子会社の簡易合併・略式合併による吸

収合併を行っていることから、連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増加額200,183千円を計上しておりま

す。

　その他の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間会計期間における営業活動により減少した資金は102,108千円となりました。これは主に、税引前中間

純損失の計上10,564千円、退職給付引当金の減少54,189千円の計上、関係会社事業損失引当金の減少53,570千

円、その他の減少22,080千円の他、抱合せ株式消滅差損の計上49,525千円などによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間会計期間における投資活動により増加した資金は8,025千円となりました。これは主に、貸付金の回収

8,358千円によるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　当中間会計期間における財務活動により減少した資金は1,668千円となりました。長期借入金の返済による支

出によるものです。

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

（５）経営方針・経営戦略等

　当中間会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した経営方針・経営戦略等について、以下のと

おり重要な変更がありました。

　当社は、前事業年度の有価証券報告書において、2025年３月期から2027年３月期を対象とする中期経営計画

（３点の中期目標と５点の実施施策）を記載しておりました。その後、2026年６月の新経営体制の発足、前事業

年度末における連結子会社３社の連結除外及びイメージ情報システム株式会社の吸収合併による事業構造の変

化、並びにサイブリッジグループとの資本業務提携を踏まえ、同計画を見直しました。そのうえで、2026年９月

30日に、2029年３月期を目標年度とする新たな中期経営計画「プロジェクト イマージュ」を策定し、公表いた

しました。

同計画では、「AI×BPO」による事業構造の転換と、ロールアップＭ＆Ａによる非連続な成長を基本方針として

おります。経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標として、2029年３月期に時価総額100億円、

連結売上高50億円、EBITDA５億円を掲げております。重点施策の内容につきましては、「（６）優先的に対処す

べき事業上及び財務上の課題」に記載のとおりです。

（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当社は、2027年３月31日時点の分布状況表に基づく東証の審査で、時価総額基準への適合が確認されなかった

場合、整理銘柄に指定され、2027年10月１日に上場廃止となるため、早期の業績改善が急務な状況となっており

ます。そのため、2026年６月26日に「事業計画及び成長可能性に関する事項」を更新のうえ公表し、更に2026年

９月30日には「事業計画及び成長可能性に関する事項」の改訂版として、2029年３月期を目標とする中期経営計

画「プロジェクト イマージュ」を公表しております。

　その主な内容は下記の通りとなります。
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≪重点施策≫

○AI－BPO転換

既存BPO業務にAIを実装し原価削減、DX・SI提案へ繋げる

①ドキュメント処理やシステム開発にAIを実装し、少人数で回る原価構造へ刷新。

②BPOの現場から見えた課題に対して、一気通貫でDX・基幹システム開発（SI）を提案

○AI－BPaaS

AIエージェントと人の協働サービスを「月額＋従量課金」のストック型で提供

①従来の「人月（労働時間）の切り売り」から「月額基本料＋処理従量課金」のサービス型へ転換。

②自動化率が高まるほど利益率が向上する収益モデルを構築

○ロールアップＭ＆Ａ

後継者不在等のレガシー領域（物流・人材サービス等）を3年間で10件以上買収

①BPO・IT企業だけでなく、人手に依存するリアルビジネス（物流、施設管理、人材サービス等）を対象

　に、3年間で10件以上のＭ＆Ａを実行

②「黒字事業、投資回収5年以内、EBITDA倍率5倍以内」の厳格な規律を遵守し、デット調達中心で株式希

　薄化を抑制。

（７）研究開発活動

　当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（８）従業員数

　当中間会計期間において、2026年８月１日を効力発生日とする連結子会社の簡易合併・略式合併による吸収合

併を行っております。これに伴い当社の従業員数はITソリューションで24名、BPO・サービスで８名、管理部門

で２名増加しております。
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３【重要な契約等】

（１）イメージ情報システム株式会社との合併

　当社の連結子会社であるイメージ情報システム株式会社は当社の完全子会社でありましたが、当社は、2026年５

月14日開催の当社取締役会において、同社を吸収合併することを決議し、同日付で合併契約を締結いたしました。

なお、当該吸収合併は、当社においては会社法第796条第２項の規定に基づく簡易吸収合併であり、イメージ情報シ

ステム株式会社においては会社法第784条第１項の規定に基づく略式合併に該当するため、いずれも吸収合併契約承

認の株主総会は開催せずに行いました。

　なお、合併契約の概要につきましては、「第４ 経理の状況　１　中間財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」

に記載のとおりであります。

（２）株式会社ディグロスのCRM事業の譲受

　当社は、2026年９月28日開催の取締役会において、株式会社ディグロスが営むＣＲＭ事業を譲り受けることにつ

いて決議を行い、同日付けで事業譲渡契約を締結いたしました。2026年10月１日付けで事業譲受を完了しておりま

す。

　詳細は、「第４ 経理の状況　１　中間財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。
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種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,320,000

計 8,320,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年9月30日)

提出日現在発行数(株)
(2026年11月12日)

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業

協会名
内容

普通株式 3,381,500 3,381,500
東京証券取引所

グロース市場
単元株式数　100株

計 3,381,500 3,381,500 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 3,381,500 － 600,995 － 299,995

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）2026年9月28日開催の取締役会におきまして、2026年1月29日提出の有価証券届出書に記載のサイブリッジ

合同会社を調達先とした第三者割当増資の資金の使途の一部を変更することを決議いたしました。また、同

日の取締役会では、株式会社ディグロスよりＣＲＭ事業の事業譲受を決議しております。本事業の譲受の詳

細は、「第４ 経理の状況　１　中間財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

　なお、本資金使途の変更は、調達資金の総額594百万円に変更はなく、当初予定していたＭ＆Ａ費用の内訳

の変更となっております。当該変更は、既存事業とのシナジーや、株式会社fonfunとの業務提携に基づくＡ

Ｉシステム開発リソースの活用を考慮した結果、当初計画しておりましたソーシャルメディアマーケティン

グ事業よりも、ＣＲＭ事業の譲受の方が収益性の早期向上と企業価値向上に直結すると判断したためであり

ます。当初予定の事業譲受を含む事業構造改革（見込み額479百万円）を中止し、株式会社ディグロスのＣＲ

Ｍ事業の事業譲受（170百万円）へと変更したことによる差額は、今後の「ディグロス社以外のＭ＆Ａ案件に

係る費用」として広くIT・ソフトウェア業界を対象とするＭ＆Ａに充当される計画へと一本化させます。

今回の資金使途変更の内容は下記のとおりです。
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具 体 的 な 使 途 変更前(百万円) 変更後(百万円)

Ｍ＆Ａによる事業構造改革費用 479 479

内

訳

①サイブリッジグループが保有するソーシャルメディア

　マーケティング事業の事業譲受
275 －

②株式会社Ｍ＆ＡＤＸがソーシングするＭ＆Ａ案件 192 －

③株式会社Ｍ＆ＡＤＸへのアドバイザリー費用 12 －

④株式会社ディグロスのＣＲＭ事業の事業譲受 － 170

⑤ＣＲＭ事業以外のＭ＆Ａ案件費用（仲介・アドバイザ

　リー費用等を含む）
－ 309

運転資金 115 115

合　　計 594 594
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2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式（自己株式を
除く。）の総数に対する
所有株式数の割合(％)

サイブリッジ合同会社 東京都品川区南品川４丁目４－１７ 1,301,500 39.23

株式会社イメージ企画 東京都三鷹市井の頭１丁目１３－１０ 612,000 18.45

代永　拓史 東京都三鷹市 183,200 5.52

代永　衛 東京都三鷹市 110,400 3.33

須藤　洋介 神奈川県小田原市 100,300 3.02

株式会社ＮＢＩ 東京都三鷹市井の頭１丁目１３－１０ 70,000 2.11

楽天証券株式会社共有口 東京都港区南青山２丁目６番２１号 57,300 1.73

山田　栄作 岩手県盛岡市 49,600 1.49

牧野　史郎 宮崎県宮崎市 30,200 0.91

ＮＯＭＵＲＡ ＩＮＴＥＲＮＡＴ

ＩＯＮＡＬ　ＰＬＣ Ａ／Ｃ Ｊ

ＡＰＡＮ ＦＬＯＷ

(常任代理人　野村證券株式会

社)

１ ＡＮＧＥＬ ＬＡＮＥ， ＬＯＮＤＯＮ

， ＥＣ４Ｒ ３ＡＢ， ＵＮＩＴＥＤ Ｋ

ＩＮＧＤＯＭ

（東京都中央区日本橋１丁目１３－１）

23,900 0.72

計 － 2,538,400 76.51

（５）【大株主の状況】

注１．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しており

　　　ます。
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2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

－ －
普通株式 63,700

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,316,400 33,164 －

単元未満株式 普通株式 1,400 － －

発行済株式総数 3,381,500 － －

総株主の議決権 － 33,164 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が69株含まれております。

2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

イメージ情報開発株式会社

東京都千代田区神田猿楽町２－４

－11
63,700 － 63,700 1.88

計 － 63,700 － 63,700 1.88

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間は中間財務諸表を作成していないため、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書

に係る比較情報を記載しておりません。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(2026年４月１日から2026年９月30日ま

で)に係る中間財務諸表について、監査法人アリアによる期中レビューを受けております。

３　中間連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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（単位：千円）

前事業年度
（2026年３月31日）

当中間会計期間
（2026年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 670,700 775,133

受取手形、売掛金及び契約資産（純額） 246 49,618

仕掛品 － 569

原材料及び貯蔵品 16 138

前払費用 11,338 24,032

その他 15,150 2,794

流動資産合計 697,453 852,286

固定資産

有形固定資産 32 726

無形固定資産 2,475 18,400

投資その他の資産 ※ 29,106 ※ 29,674

固定資産合計 31,613 48,801

資産合計 729,067 901,087

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 168 4,860

１年内返済予定の長期借入金 － 10,008

未払金 16,897 23,578

未払法人税等 2,997 2,771

未払消費税等 － 4,229

前受金 12,080 14,849

事業構造改善引当金 5,111 5,111

その他 1,468 4,491

流動負債合計 38,723 69,900

固定負債

長期借入金 － 27,482

繰延税金負債 5,057 5,260

退職給付引当金 686 176,730

関係会社事業損失引当金 53,570 －

固定負債合計 59,313 209,472

負債合計 98,037 279,373

純資産の部

株主資本

資本金 600,995 600,995

資本剰余金 299,995 299,995

利益剰余金 △229,238 △238,995

自己株式 △54,014 △54,014

株主資本合計 617,738 607,981

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 13,291 13,732

評価・換算差額等合計 13,291 13,732

純資産合計 631,029 621,713

負債純資産合計 729,067 901,087

１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】
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（単位：千円）

当中間会計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年９月30日）

売上高 79,360

売上原価 48,985

売上総利益 30,374

販売費及び一般管理費 ※ 57,488

営業損失（△） △27,113

営業外収益

受取利息 1,553

受取配当金 631

貸倒引当金戻入額 8,358

その他 198

営業外収益合計 10,742

営業外費用

支払利息 127

その他 0

営業外費用合計 128

経常損失（△） △16,499

特別利益

関係会社事業損失引当金戻入額 53,570

その他 2,400

特別利益合計 55,970

特別損失

抱合せ株式消滅差損 49,525

その他 509

特別損失合計 50,035

税引前中間純損失（△） △10,564

法人税等還付税額 △378

法人税等合計 △378

中間純損失（△） △10,185

（２）【中間損益計算書】
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（単位：千円）

当中間会計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純損失（△） △10,564

減価償却費 2,420

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,358

退職給付引当金の増減額（△は減少） △54,189

受取利息及び受取配当金 △2,185

支払利息 127

売上債権の増減額（△は増加） △6,461

棚卸資産の増減額（△は増加） 396

仕入債務の増減額（△は減少） △21

抱合せ株式消滅差損益（△は益） 49,525

関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少） △53,570

その他 △22,080

小計 △104,960

利息及び配当金の受取額 2,185

利息の支払額 △127

法人税等の還付額 794

営業活動によるキャッシュ・フロー △102,108

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △663

貸付金の回収による収入 8,358

敷金及び保証金の回収による収入 329

投資活動によるキャッシュ・フロー 8,025

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △1,668

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,668

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △95,751

連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
200,183

現金及び現金同等物の期首残高 670,700

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 775,133

（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】
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前事業年度
（2026年３月31日）

当中間会計期間
（2026年９月30日）

投資その他の資産 580,354千円 576,945千円

【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

当中間会計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年９月30日）

役員報酬 10,450千円

給与手当 7,102千円

諸手数料 20,344千円

（中間損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

当中間会計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年９月30日）

現金及び預金勘定 775,133千円

現金及び現金同等物 775,133千円

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（株主資本等関係）

当中間会計期間（自2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（配当に関する事項）

 該当事項はありません。

（株主資本の金額の著しい変動）

該当事項はありません。

（持分法損益等）

該当事項はありません。
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流動資産 262,402千円

固定資産 18,906千円

資産合計 281,308千円

流動負債 71,450千円

固定負債 259,384千円

負債合計 330,834千円

（企業結合等関係）

（共通支配下の取引等）

　当社は、2026年５月14日開催の取締役会において、当社の完全子会社であるイメージ情報システム株式会社の

吸収合併を決議し、同日付けにて吸収合併契約を締結いたしました。また、2026年6月19日付覚書にて2026年８

月１日を効力発生日と定め、被合併会社を吸収合併いたしました。

１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及び事業の内容

結合当事企業の名称：イメージ情報システム株式会社

事業の内容　　　　：ITソリューション事業及びBPOサービス事業

（２）企業結合日

2026年8月１日

（３）企業結合の法的形式

　当社を合併存続会社、イメージ情報システム株式会社を消滅会社とする吸収合併。

（４）結合後企業の名称

　イメージ情報開発株式会社

（５）その他取引の概要に関する事項

　本合併は、当社グループ内における経営資源の集約および業務効率化によるグループ全体の経営基盤の強

化を目的としております。なお、消滅会社は当社の完全子会社であるため、本合併による株式の新株発行お

よび金銭等の対価の交付はありません。

２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基

づく、共通支配下の取引として処理しております。

３．引継資産及び負債の状況
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（単位：千円）

ITソリューション BPO・サービス 合計

売上高

外部顧客への売上高 61,042 18,318 79,360

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － －

計 61,042 18,318 79,360

セグメント利益 25,627 4,747 30,374

(単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 30,374

全社費用(注) △57,488

中間損益計算書の営業損失（△） △27,113

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当中間会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

(注)　全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません
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報告セグメント
合計

ITソリューション BPO・サービス

コンサル・開発（一括） 5,355 － 5,355

コンサル・開発（期間） 24,378 － 24,378

保守・運用 29,485 142 29,627

業務運用 － 18,175 18,175

その他 1,824 － 1,824

顧客との契約から生じる収益 61,042 18,318 79,360

（収益認識関係）

　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　当中間会計期間（自　2026年4月1日　至　2026年9月30日）

（単位：千円）

当中間会計期間
（自　2026年４月１日

至　2026年９月30日）

1株当たり中間純損失(△) △3円07銭

 (算定上の基礎)

中間純損失(△)(千円) △10,185

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る中間純損失(△)(千円) △10,185

普通株式の期中平均株式数(株) 3,317,731

（１株当たり情報）

　1株当たり中間純損失(△)及び算定上の基礎は以下のとおりであります。

　(注)　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

(事業の譲受)

　当社は、2026年９月28日開催の取締役会において、株式会社ディグロスのＣＲＭ事業を譲り受けることを決議

し、同日付で事業譲渡契約を締結いたしました。

　また、2026年10月1日付で事業の譲受を完了いたしました。

1．事業譲受けの概要

（１）事業譲受を行った主な理由

当社の既存事業とのシナジー創出および事業規模拡大による当社グループの収益力回復のため。

（２）事業譲受の相手会社の名称

株式会社ディグロス

（３）譲り受けた事業の内容

営業支援事業及びコールセンター事業

（４）事業譲受価格

170,000千円

（５）事業譲受の時期

2026年10月1日

（６）事業譲受の法的形式
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取得の対価 現金 170,000千円

取得原価 170,000千円

株式取得日 2026年10月23日

みなし取得日 2026年10月１日

取得の対価 現金 200,000千円

取得原価 200,000千円

現金を対価とする事業譲受

２．事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

３．主要な取得関連費用の内容及び金額

該当事項はありません。

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

５.受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

有形固定資産や資産除去債務等を予定しております。

（株式取得による企業結合）

　当社は、2026年10月20日開催の取締役会において、以下のとおり株式会社クラッドが保有する株式会社クラッド

大分の発行済の全株式を取得し、完全子会社化すること（以下「本株式取得」といいます。）及び株式会社クラッ

ド並びに株式会社クラッド大分との３社間で業務提携契約を締結すること（以下「本業務提携」といいます。）を

決議し、同日付で株式譲渡契約及び業務提携契約を締結いたしました。

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称： 株式会社クラッド大分

事業の内容　　　： コンタクトセンター及び事務処理業務の受託運営（ＢＰＯ事業）

（２）企業結合を行った主な理由

  当社の中期経営計画における成長戦略の一環として、大分市で事業運営を行うクラッド大分の本株式取得に

より、ＢＰＯ・サービス事業の規模拡大と地方オペレーション拠点を獲得する事、並びに本株式取得後も株式

会社クラッドが顧客への営業活動を担い、受注した業務を株式会社クラッド大分に再委託する体制を継続する

本業務提携を行うことで、株式会社クラッド大分が有する強固な顧客基盤を当社グループの経営資源と融合さ

せ、ＢＰＯ市場におけるシェア拡大と生産効率の向上が図れ、持続的な企業価値向上に資すると判断したため

です。

（３）企業結合の日

（４）企業結合の法的形式

株式取得

（５）結合後企業の名称

IID大分株式会社

（６） 取得した議決権の割合

100.00％

（７） 取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したため。

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

３．主要な取得関連費用の内容及び金額

現時点では確定しておりません。

４．発生するのれんの額、発生原因、償却方法及び償却期間
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（１） 割当日 2026年10月16日

（２） 新株予約権の総数

3,373個（新株予約権１個につき100株）

(注)上記発行数は上限の発行数を示したものであり、申込数が募集

    の上限に達しなかったこと等により割り当てる新株予約権の数

    が減少することがあります。

（３） 発行価額
新株予約権１個につき8,615円（新株予約権の目的である株式1株当

たり86.15円）

（４） 当該発行による潜在株式数 337,300株

（５） 資金調達の額 267,529千円

（６） 行使価額 707円

（７） 新株予約権の行使条件

１．割当日から行使期間の終期に至るまでの間で、連続する20取引

　　日の普通取引終値の平均値が、行使価額の50%を1回でも下回っ

　　た場合、新株予約権者は残存するすべての本新株予約権を行使

　　価格で行使期間の満期日までに行使しなければならない。

２．新株予約権者が当社又は当社関係会社の取締役、監査役、従業

　　員のいずれの地位も有しなくなった場合でも、本行使義務は消

　　滅しない。

３．新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

４．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時

　　点における発行可能株式総数を超過することとなるときは、当

　　該本新株予約権の行使を行うことはできない。

５．各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

（８） 募集又は割当方法（募集先） 当社取締役２名、当社従業員２名

（９） 権利行使期間 2027年10月16日から2031年10月15日まで

現時点では確定しておりません。

（第２回新株予約権の発行）

　当社は、2026年９月28日開催の取締役会において、当社の取締役および従業員に対し、会社法第236条、第238条

および第240条の規定に基づき、第三者割当により第２回新株予約権（以下「本新株予約権」といいます。）を発

行することを決議し、2026年10月16日にその付与が完了いたしました。

　なお、本新株予約権は、新株予約権を引き受ける者に対して公正価格にて有償で発行するものであり、特に有利

な条件による発行に該当しないことから、株主総会の承認を得ることなく実施いたしました。また、本新株予約権

割当対象者には、株価上昇によるキャピタルゲインを享受できることとは別に、株価下落時には、市場価格より高

い「行使価額」で強制的に買い取らなければならない行使義務を負う設計となっています。

１.ストックオプションとしての新株予約権を発行する理由

　当社は、サイブリッジ合同会社との資本業務提携や経営体制の刷新を通じて事業構造改革を進める一方、東証

グロース市場の上場維持基準への適合という最重要課題を抱えています。本新株予約権には、株価が大幅に下落

した場合には「市場価格より高い価格での株式取得義務（本行使義務）」が発生する設計にすることで、株価下

落リスクを株主と共有し、株主視点での企業価値向上を促すものです。

２．新株予約権の発行要領

2【その他】

　　 該当事項はありません。

- 20 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年11月12日

イメージ情報開発株式会社

取締役会　御中

監査法人アリア

東京都港区

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 山中　康之

業務執行社員 公認会計士 萩原　眞治

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイメージ情報開

発株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの第52期事業年度の中間会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記

について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、イメージ情報開発株式会社の2026年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定

を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

強調事項

１．重要な後発事象（事業の譲受）に記載されているとおり、会社は、2026年９月28日開催の取締役会において、株式会

　　社ディグロスのＣＲＭ事業を譲り受けることを決議し、同日付で事業譲渡契約を締結している。

２．重要な後発事象（株式取得による企業結合）に記載されているとおり、会社は、2026年10月20日開催の取締役会にお

　　いて、株式会社クラッド大分の全株式を取得し、子会社化することを決議している。

３．重要な後発事象（第２回新株予約権の発行）に記載されているとおり、会社は、2026年９月28日開催の取締役会にお

　　いて、会社の取締役２名及び従業員２名を対象とする第２回新株予約権を発行することを決議している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任



（注）１　上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書
提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

　続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

　度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

　られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、期中財務諸表に係る我が国において一般

　に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

　か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間

　財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

　は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュ

　ー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

　可能性がある。

・　中間財務諸表の表示及び注記事項が、期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

　準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表

　示、構成及び内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

　られないかどうかを評価する。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

　見事項について報告を行う。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

　並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

　場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

　行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以  上
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１【半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長　半田基実及び最高財務責任者取締役副社長　経営管理部長　中川祐輝は、当社の第52期中

(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)の半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されて

いることを確認しました。

２【特記事項】

　特記すべき事項はありません。


